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１．ＮＰＯ法人白書について 

調査の目的                                                  

今まで、島根県内のＮＰＯ法人の状況については、一般論として語られる場合が多く、実際の

状況を調査したデータ等をもとに分析し、現状を把握する機会がありませんでした。                                                              

そこで、平成２５年度に島根県で初めて“ＮＰＯ法人白書”を作成したところ、調査した２１９法人

分の経常収益の合計は６７億円を超え、延べ４５万人の受益者に対してサービスを提供してい

ることが分かりました。会費と寄付を合計すると１億円を超え、多くの支援者に支えられている

ことや、一方で、会費０円の法人が３４法人、寄付０円の法人が１０５法人あることも判明しまし

た。活動分野や規模も多岐にわたるＮＰＯ法人ですが、収益構造だけでなく、会員や支援者へ

の共感や巻き込みに対する考え方にも大きな違いがあるようです。                 

しかしながら、しっかりとした事業報告書や決算書を提出することは信頼性を高める上で重要

な要素であることから、定期的な調査が必要であると考え、このたび平成２６年度版のＮＰＯ法

人白書を作成することとなりました。                                                                                                

この調査結果をもとに、ＮＰＯ法人の実情やニーズに応じた効果的なサポートを行っていきた

いと思います。 

 

・調査法人数・・・２３８法人                                      

今回の調査では、ＮＰＯ法人が実際に作成し所轄庁に提出した２３８法人の平成２６年度事業

報告書や決算等を対象としました。                                                                         

なお、平成２７年３月末のＮＰＯ法人数は２７５法人でしたが、このうち設立間もないため最初

の事業年度が終了しない法人や解散した法人を除いても、約３５法人が未提出であるというこ

とになります。  

 

・調査の方法                                   

ＮＰＯ法人が所轄庁に提出した書類のうち、事業報告書と決算書は内閣府ポータルサイトに掲

載されます。事業報告書と決算書については、内閣府ポータルサイトから必要な数値を表計

算ソフトに集約し、活動状況や財務状況を調査しました。                                          

また、役員名簿及び社員名簿は内閣府ポータルサイトの公開資料ではないので、各所轄庁に

調査協力いただき、集計を行いました。                                                           

なお、今回の調査では、ＮＰＯ法人が提出した書類の数値をそのまま反映させています。 

 

※NPO法人とは？ 

NPO法人の正式名

称は「特定非営利活

動法人」。                    

ＮＰＯとは、「非営利団

体」のことで、英語で

は「Non-Profit-

Organization」となり、

その頭文字をとって

NPOと呼ばれていま

す。                   

このＮＰＯがＮＰＯ法に

よって法人格を取得

するとＮＰＯ法人となり

ます。 

※NPO法とは？ 

NPO法の正式名称

は「特定非営利活動

促進法」といいます。                        

阪神淡路大震災をき

っかけに、平成 10年

12月に制定されまし

た。                               

非営利団体に法人格

を付与することによ

り、社会貢献活動を促

進し、公益の増進に

寄与することを目的に

しています。  
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調査の内容 

調査書類 調査内容 

活動計算書 

・収益規模（経常収益の合計額） 

・経常収益における大科目ごとの額 

 １．受取会費 

 ２．受取寄付金 

 ３．受取助成金等 

 ４．事業収益 

 ５．その他の収益 

・経常費用における大科目ごとの額 

１．事業費 

２．管理費 

・事業費及び管理費における人件費 

・役員報酬の額 

貸借対照表 
・当期正味財産増減額 

・次期繰越正味財産額 

インターネ
ット環境 

・自社サイトの有無（ホームページ、ブログ、SNSなど） 

・CANPANおよび認証団体 

・いきいき広場登録団体 
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２．ＮＰＯ法人白書ダイジェスト 

この調査でわかった！ＮＰＯ法人１０のＰＯＩＮＴ！！ 

①２７５法人のＮＰＯ法人 

平成２７年３月末現在のＮＰＯ法人の数は、 

２７５法人。平成２６年度の認証数は９。はじめ

て一桁台の認証数となりました 

（関連ﾍﾟｰｼﾞ 05） 
 

②保健･医療･福祉が最多 

ＮＰＯ法人の活動分野で１番多いのは「保健・

医療・福祉」分野ですが、「まちづくり」分野と拮

抗しています。次いで、「連絡・助言・援助」「社

会教育」「子どもの健全育成」と続きます。 

（関連ﾍﾟｰｼﾞ 07） 

③ＮＰＯが動かすお金は７１億円超 

調査したすべてのＮＰＯ法人の経常収益を合

計すると７１億円を超えることが分かりました。 

１年間にこれだけのお金を動かしているので

す。（関連ﾍﾟｰｼﾞ 10） 
 

⑤２０法人が収益１億円超え 

年間の経常収益が１億円超えるＮＰＯ法人は

２０法人あることが分かりました。 

（関連ﾍﾟｰｼﾞ 10） 

⑤５８法人が100万円未満 

一方で、１００万円未満のＮＰＯ法人も５８法人

あります。 

（関連ﾍﾟｰｼﾞ 10） 

⑥１億円を超える寄付 

ＮＰＯ法人が１年間に集めた寄付を合計すると

１億円を超えることが分かりました。これに会

費を加えると１億７千万円を超えます。 

（関連ﾍﾟｰｼﾞ 10） 
 

⑦３０億円弱の人件費 

調査したすべてのＮＰＯ法人の人件費を合計

すると１年間に３０億円近くの支払いがあるこ

とが分かりました。 

（関連ﾍﾟｰｼﾞ 12） 
 

⑧２.７億円の正味財産が増加 

調査したすべてのＮＰＯ法人の当期正味財産

増減額を合計すると約２．７億円弱であること

が分かりました。１年間にこれだけの正味財産

が増加しています。（関連ﾍﾟｰｼﾞ 13） 
 

⑨役員報酬の支給３６法人 

役員に対し役員報酬を支給している法人は  

３６法人のみ。多くの理事が無報酬で活動して

います。（関連ﾍﾟｰｼﾞ 12） 

⑩６９％が活動計算書を提出 

平成２６年度の決算書のうち、６９％のＮＰＯ法

人が「活動計算書」を提出していることが分か

りました。（関連ﾍﾟｰｼﾞ 16） 
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３．ＮＰＯ法人の概況 

 

 

   ①ＮＰＯ法人数の推移 

 

   ②ＮＰＯ法人数の市町村分布図 

 

   ③所轄庁へ書類を提出しているＮＰＯ法人数 

 

   ④ＮＰＯ法人の活動分野 

 

   ⑤ＮＰＯ法人の収益規模 
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① ＮＰＯ法人数の推移 

平成２７年３月末現在のＮＰＯ法人数は２７５法人。                            

全国では５０,０００法人に迫り、コンビニエンスストアの数とほぼ同じだけのＮＰＯ法人が誕生し

ています。                                                                          

島根県での認証数のピークは平成１６年、１７年で、年間３５のＮＰＯ法人が設立されました。そ

の後も増え続けていますが、近年では年間１５前後のＮＰＯ法人が設立されています。                  

一方で、ＮＰＯ法が制定され１５年が経ち、役割を終えた法人や活動の継続が困難になった法

人も出始め、平成２４年のＮＰＯ法改正で解散に関する要件が緩和されたこともあり、解散する

ＮＰＯ法人も増えてきています。すでに４３法人が解散しています。                                                              

そのような背景から、平成２４年度のＮＰＯ法人数の純増（認証数－解散数）は、はじめて一桁

台になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ１０ Ｈ１１Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４Ｈ２５ Ｈ２６
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全国

島根県

※認証とは？ 

認証とは、NPO法に

おいて、法に規定する

設立要件を満たして

いるか確認し、証明す

ることです。原則とし

て行政側に裁量権は

なく、基準にそった書

類さえ提出されれば、

すべて認められます。 

※所轄庁とは？ 

NPO法人の設立や

役員変更、 定款変更

などの各種変更手続

の書類を提出する窓

口。               

基本的には都道府県

ですが、島根県では

事務処理権限を多く

の市町村へ移譲して

います。   

※NPO法人を設立

するには？ 

ＮＰＯ法人は、特定非

営利活動促進法（ＮＰ

Ｏ法）に基づき、所轄

庁の認証を得た上

で、法務局に登記を

行い、法人格を取得し

ます。 

■ＮＰＯ法人数の推移 
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②ＮＰＯ法人数の市町村別分布 

島根県では、知夫村を除く、すべての市町村にＮＰＯ法人が存在します。             

松江市には全体の３６％にあたる９９のＮＰＯ法人があります。 

 

③所轄庁へ書類を提出したＮＰＯ法人数 

今回の調査では、ＮＰＯ法人が実際に作成し所轄庁に提出した２３８法人の平成２６年度事業

報告書等を対象としました。                                                                               

なお、平成２７年３月末のＮＰＯ法人数は２７５法人でしたが、このうち設立間もないため最初の

事業年度が終了しない法人や解散した法人を除いても約３５の法人が未提出であるということ

になります。                                  
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■事業報告書等の提出法人数（市町村別）

平成２７年３月末現在の 

ＮＰＯ法人数＝２７５法人 

NPO法人白書における調査ＮＰＯ法人数＝２３８法人 

※NPO法人の情報

公開とは？ 

NPO法人は、毎事業

年度終了後３ヶ月以

内に、事業報告書や

決算書を作成し、法人

事務所に備え置くとと

もに、所轄庁へ提出し

なければなりません。 
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④ＮＰＯ法人の活動分野                                         

ＮＰＯ法人が活動できる範囲はＮＰＯ法で２０種類の分野に限定されていますが、その分野は多

岐にわたります。ＮＰＯ法人は定款で活動分野を特定しなければなりませんが、１つの分野に限

定する必要はなく、複数の分野を選択することが可能です。したがって、２７５法人が定めるすべ

ての活動分野を合計すると１，５７８分野にも及びます。                                                                                                                               

 

 

 

 

 

⑤ＮＰＯ法人の収益規模                                          

ＮＰＯ法人の経常収益を規模別に分類したところ、１００万円未満のＮＰＯ法人が１番多く、５８法人

でした。しかし、収益規模は設定した規模区分にほぼ均等に分散しており、様々な規模のＮＰＯ法

人が混在していることが分かりました。  

 

 

※定款とは？ 

ＮＰＯ法人の組織や運

営について定めたも

のです。名称や目的、

活動分野、事業の種

類など定め、定款に

従って組織を運営す

る必要があります。 

※合計 1,578分野／275法人（1法人あたり 5.7分野） 参考資料：島根県 NPO活動推進室 

※社員とは？ 

ＮＰＯ法上の「社員」

とは、「法人の構成

員」を意味します。   

法人の最高の意思

決定機関である総会

において議決権を持

ち、法人の意思を決

定します。                 

一般的には「正会

員」に当たるもので

す。 なお、一般的な

会社員という意味で

はありません。                     

ＮＰＯ法人を設立す

る場合、この「社員」

を 10名以上集める

必要があります。 
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４．ＮＰＯ法人の財務状況 

 

    ①ＮＰＯ法人の財務状況 

 

     

    Ⅰ．経常収益 

Ⅰ－１．受取会費 

Ⅰ－２．受取寄付金 

Ⅰ－３．受取助成金等 

Ⅰ－４．事業収益 

 

    Ⅱ．経常費用 

      Ⅱ－①人件費 

      Ⅱ－②役員報酬 

 

    Ⅲ．当期正味財産増減額 

 

Ⅳ．次期繰越正味財産額 
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①ＮＰＯ法人の財務状況                                          

調査した２３８法人分のすべての活動計算書もしくは収支計算書等、貸借対照表の数値を集計

したところ、下記のような結果となりました。                                                

県内のＮＰＯ法人全体でどれぐらいのお金が動き、どのように使われてきたのか、どれぐらいの

財務的体力があるのか、その全体像や実態が明らかになりました。科目ごとの結果について

は、次項から順次掲載していますので、ご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査法人の数 

今回の調査では、ＮＰ

Ｏ法人が実際に作成

し、所轄庁に提出した

平成２６年度の決算

書等、２３８法人分の

数値を集計し、調査し

ています。 

※経常収益・経常

費用の合計 

今回の調査では、ＮＰ

Ｏ法人が実際に作成

した決算書の数値を

そのまま集計していま

す。 

全法人の合計金額は

それぞれの科目ごと

に合計金額を集計し

ており、経常収益の合

計と経常費用の合計

と必ずしも一致しませ

ん。 

全法人合計
平成26年度
（238法人）

平成24年度
（219法人）

増減

Ⅰ．経常収益

　１．受取会費 73,917,233 54,364,741 19,552,492

　２．受取寄付金 100,970,942 69,377,605 31,593,337

　３．受取助成金等 721,961,602 850,908,134 -128,946,532

　４．事業収益 5,994,869,011 5,647,506,666 347,362,345

　５．その他収益 288,520,080 89,395,726 199,124,354

経常収益合計 7,178,450,985 6,711,552,872 466,898,113

Ⅱ．経常費用

　１．事業費

　（１）人件費 2,711,682,180 2,451,625,579 260,056,601

　（２）その他経費 3,277,920,802 2,894,562,988 383,357,814

　事業費計 5,989,602,982 5,346,188,567 643,414,415

　２．管理費

　（１）人件費 288,010,387 315,360,024 -27,349,637

　（うち役員報酬） 106,757,054 75,388,168 31,368,886

　（２）その他経費 571,285,508 399,750,498 171,535,010

　管理費計 859,295,895 715,110,522 144,185,373

経常費用合計 6,847,330,113 6,061,299,089 786,031,024

Ⅲ．正味財産

　当期正味財産増減額 277,422,903 779,844,632 -502,421,729

　次期繰越正味財産額 2,961,189,795 2,904,650,318 56,539,477

全法人平均
平成26年度
（238法人）

平成24年度
（219法人）

増減

Ⅰ．経常収益

　１．受取会費 310,577 248,241 62,336

　２．受取寄付金 424,248 316,793 107,455

　３．受取助成金等 3,033,452 3,885,425 -851,973

　４．事業収益 25,188,525 25,787,702 -599,176

　５．その他収益 1,212,269 408,200 804,070

経常収益合計 30,161,559 30,646,360 -484,801

Ⅱ．経常費用

　１．事業費

　（１）人件費 11,393,623 11,194,637 198,985

　（２）その他経費 13,772,776 13,217,183 555,594

　事業費計 25,166,399 24,411,820 754,579

　２．管理費

　（１）人件費 1,210,128 1,440,000 -229,872

　（うち役員報酬） 448,559 344,238 104,321

　（２）その他経費 2,400,359 1,825,345 575,015

　管理費計 3,610,487 3,265,345 345,142

経常費用合計 28,770,295 27,677,165 1,093,130

Ⅲ．正味財産

　当期正味財産増減額 1,165,642 3,560,934 -2,395,292

　次期繰越正味財産額 12,441,974 13,263,243 -821,270
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Ⅰ．経常収益                                                   

調査したすべてのＮＰＯ法人の経常収益の合計は７，１７８，４５０，９８５円で、年間７１億円を超え

る資金を調達しています。１法人あたりの平均額は３０，１６１，５５９円となっています。                                                                           

下記の表は、経常収益の大きい法人を左から順番に並べたものです。 最高額 は４６０，１１１，３

８１円で、２位が４２４，６２８，７３０円です。 年間１億以上の法人は２０法人あり、年間１００万円以

上は１８０法人となっています。 したがって、５８法人が年間１００万円以下の経常収益となります。                                  

 

 

 

 

 

Ⅰ－１．受取会費                                                    

調査したすべてのＮＰＯ法人の受取会費の合計は７３，９１７，２３３円で、年間７，３９０万円を超

える会費を集めています。１法人あたりの平均額は３１０，５７７円です。                                                                       

県内のＮＰＯ法人で最も多く会費を集めている法人の額は４，２１６，７００円で、次いで３，９８

２，３００円です。年間１００万円以上の会費を集めている法人は２１法人あります。一方で、会

費が０円のＮＰＯ法人も４４法人あります。 

Ⅰ－２．受取寄付金                                                    

調査したすべてのＮＰＯ法人の受取寄付金の合計は１００，９７０，９４２円で、年間１億円を超える

寄付を集めています。１法人あたりの平均額は４２４，２４８円です。                                                                                                   

県内のＮＰＯ法人で最も多く寄付金を集めている法人の額は１０，７０６，１０４円で、次いで７，８４

４，７０２円です。年間１００万円以上の寄付金を集めている法人は２０法人あります。一方で、寄付

金が０円のＮＰＯ法人も１２２法人もあります。また、会費と寄付の合計金額の最高額は１２，１０９，

５０４円で、２位は１０，１１３，８４５円です。 年間１００万円以上の法人は３７法人あり、会費も寄付

も０円の法人が３０法人あります。 
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■経常収益ランキング
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Ⅰ－３．受取助成金等                                                    

調査したすべてのＮＰＯ法人の受取助成金等の合計は７２１，９６１，６０２円で、年間７億２，０００万

円を超える助成金を受け取っています。１法人あたりの平均額は３，０３３，４５２円です。            

下記の表は、受取助成金の大きい法人を左から順番に並べたものです。最高額は１９８，２６５，０

００円で、２位は７６，９９９，９１０円です。年間１００万円以上の法人は７３法人あり、受取助成金が

０円の法人は１２０法人あります。                                                             

 

 

 

Ⅰ－４．事業収益                                             

調査したすべてのＮＰＯ法人の事業収益の合計は５，９９４，８６９，０１１円で、年間６０億弱の事業

収益を上げています。１法人あたりの平均額は２５，１８８，５２５円です。                

下記の表は、事業収益の大きい法人を左から順番に並べたものです。最高額は４４５，２２０，０２６

円で、２位は４２４，４４２，５７４円です。年間１，０００万円以上の法人は９５法人あり、事業収益が

０円の法人は４２法人あります。                    
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■受取助成金ランキング
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Ⅱ．経常費用                                             

調査したすべてのＮＰＯ法人の経常費用の合計は６，８４７，３３０，１１３円で、年間６８億円を超え

る費用を活動や事業の運営に充てています。１法人あたりの平均額は２８，７７０，２９５円です。   

 

 

          

 

 

Ⅱ－① 人件費                                          

調査したすべてのＮＰＯ法人の人件費（事業費及び管理費）の合計は２，９９９，６９２，５６７円で、

年間約３０億円の人件費を計上しています。１法人あたりの平均額は１２，６０３，７５１円です。下記

の表は、人件費の大きい法人を左から順番に並べたものです。最高額は３５７，４８６，５１３円で、

２位は１５９，０４１，９８８円です。年間１，０００万円以上の法人は６５法人あり、人件費が０円の法

人は９１法人あります。                    

 

  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ－② 役員報酬                                                                        

ＮＰＯ法人は役員として、理事を３人以上、監事１人以上を置かなければなりません。そのうち、

役員報酬を受け取ることができる役員数の１／３以内と定められています。            

今回の調査で役員報酬を支給しているＮＰＯ法人は３６法人のみということが分かりました。多く

のＮＰＯ法人の役員は無報酬で活動をしています。                                   

※ＮＰＯ法人の事

業費と管理費 

「事業費」とは、NPO 法

人が目的とする事業を

行うために直接要する

人件費やその他の経

費をいいます。 

「管理費」とは、NPO 法

人の各種の事業を管理

するための費用で、総

会及び理事会の開催

運営費、会報の発行や

ホームページの更新に

係る費用、経理や労

務・人事に係る費用、

支援者や所轄庁等へ

の報告に係る費用など

があります。 

したがって、「事業費」

の方が「管理費」より金

額が大きくなるのが一

般的です。 
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■経常費用ランキング
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■人件費ランキング

※役員とは？ 

ＮＰＯ法人は、「役員」

として、理事 3人以

上、監事 1人以上を

置かなければなりま

せん。                  

「理事」は、NPO法人

の代表機関として対

外的に法人を代表し、

対内的には定款や社

員総会の決議に従っ

て法人の事務を執行

する仕事を行います。                

「監事」は、理事の業

務執行の状況や法人

の財産の状況を監査

する役割を担います。 
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Ⅲ．当期正味財産増減額                                           

調査したすべてのＮＰＯ法人の当期正味財産増減額を合計すると、２７７，４２２，９０３円で、年間約

２．７億円弱の正味財産が増加しています。１法人あたりの平均額は１，１６５，６４２円。下記の表

は、当期正味財産増減額の大きい法人を左から順番に並べたものです。最高額は９３，３８０，１０

２円で、２位は３７，２１８，６０８円です。年間１，０００万円以上の法人は６法人あり、マイナスの法

人は９０法人あります。 
 

 

Ⅳ．次期繰越正味財産額                                           

調査したすべてのＮＰＯ法人の次期繰越正味財産額を合計すると、２，９６３，０２０，１６９円で、                                          

約２９億円の正味財産が蓄えられていることが分かりました。１法人あたりの平均額は１２，４４

９，６６５円です。１，０００万円以上の法人は５１法人あり、マイナスの法人は４３法人あります。 
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■当期正味財産増減額ランキング
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５．ＮＰＯ法人会計基準の導入状況 

 

 

     ①ＮＰＯ法人会計基準とは？ 

 

     ②ＮＰＯ法人会計基準の普及調査 

 

     ③活動計算書を提出しよう！ 
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① ＮＰＯ法人会計基準とは？                                                                         

ＮＰＯの活動を多くの地域の人たちに知ってもらい、より多くの共感と支援を得るために、会計報

告書を作る統一ルールとして、ＮＰＯ法人会計基準ができました。会計基準は法律ではないの

で、強制されるものではありませんが、ＮＰＯの信頼性の向上を図るために、ぜひこの会計基準

に沿った会計報告書の作成をお願いしたいと思っています。この会計基準では、活動計算書、

貸借対照表、注記、財産目録がワンセットとなり、収支計算書がなくなるなど、会計報告書が大

きく変わります。（ＮＰＯ法人会計基準普及支援サイトより抜粋）                                                                 

ＮＰＯ法人会計基準は２０１０年７月２０日に策定されたあと、２０１１年１１月２０日に一部改正が

されています。また、２０１２年４月１日施行の改正特定非営利活動促進法第 27条においては

作成する財務諸表は旧法の収支計算書・貸借対照表・財産目録の３点セットから活動計算書・

貸借対照表・財産目録の３点セットに改正されています。    

② ＮＰＯ法人会計基準の普及調査                                                                         

今回の調査では、ＮＰＯ法人が作成した事業報告書や決算書をもとに、財務状況を把握するだ

けでなく、ＮＰＯ法人会計基準の普及度も下記の１０のチェック項目をもとに調査しました。                                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆活動計算書

→「損益計算書」「正味財産増減計算書」などになっている場合はＮＯ。

→「受取会費」は、例えば「正会員会費収入」ではなく「正会員受取会費」とする。

→「事業収益」を「自主事業収益」「委託事業収益」に区分する場合は、大科目にせず補助科目として設定する。

→収支計算書で使われていた「収入」は使わず、「収益」という言葉に統一する。　例）×雑収入→○雑収益

→管理費が0円の場合も管理費０円と記載する。

→人件費が0円の場合は、人件費という科目を削除しても構わない。

→勘定科目は形態別に表示すること。「○○事業費」や「△△イベント費」など目的に応じた勘定科目を使って一括計上しないこと。

→正味財産増減計算の部で記載されている場合にはＮＯ。当期純利益になっている場合もＮＯ。

→「活動計算書」の一番下と「貸借対照表」の下から２番目が一致しているか。

→定款で「その他の事業」を掲げているが実際には行っていない場合は、「今年度はその他の事業を実施していません」と記載。

◆貸借対照表

□ チェック⑧

□ チェック⑨ 貸借対照表の「資産合計」と「負債及び正味財産合計」の金額が一致していますか？

財務諸表の注記は作成されていますか？

→１．重要な会計方針「財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（２０１０年７月２０日、２０１１年１１月２０日一部改訂　 

　　ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。」という文言は必ず入れる。

→該当しない項目、重要性の低い項目は記載する必要はない。

→「２．事業別損益の内訳」は事業ごとの様子がわかりやすく表現されるため、重要性が高いと判断される場合は積極的に記載する。

「経常収益」は、大科目が「受取会費」「受取寄付金」「受取助成金等」「事業収益」「その他収益」の５分類に
なっていますか？

□ チェック⑩

◆計算書類の注記

□ チェック⑤
収益から費用を引いて、「当期正味財産増減額」が計算されていますか？

□ チェック⑥
「次期繰越正味財産額」は、貸借対照表の「正味財産合計」の金額と一致していますか？

NPO法人会計基準の導入に必要な１０のチェック項目

□ チェック⑦

「その他の事業」を行っている場合には、「特定非営利活動に係る事業」「その他の事業」「合計」の３つの欄に
区分がされていますか？

貸借対照表が「資産の部」「負債の部」「正味財産の部」の3つの区分に分類されていますか？

□ チェック③
「経常費用」は、「事業費」と「管理費」に分けられていますか？

□ チェック④

「事業費」と「管理費」について、それぞれ「人件費」と「その他経費」に分かれていますか？

□ チェック①
タイトルは「活動計算書」になっていますか？

□ チェック②
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Ⅰ．活動計算書の導入率                                  

（タイトルが活動計算書になっている法人の割合） 

 調査法人数 導入法人数 導入率 

Ｈ２４ ２１９ １１８ ５３．９％ 

Ｈ２６ ２３８ １６５ ６９．３％ 
 

Ⅱ．ＮＰＯ法人会計基準の準拠率                             

（タイトルが活動計算書になっている法人のうち、中身も会計基準に準拠している法人の割合） 

 活動計算書導入 

法人数 

活動計算書準拠 

法人数 

準拠率 

Ｈ２４ １１８ ４１ ３４．７％ 

Ｈ２６ １６５ ４０ ２４．２％ 
 

Ⅱ－２．ＮＰＯ法人会計基準の準拠率                           

（タイトルが活動計算書になっている法人のうち、どれか１つのチェック項目以外は会計基準に準拠している法人の割合） 

 活動計算書導入 

法人数 

活動計算書準拠 

法人数（１つ以外） 

準拠率 

（１つ以外） 

Ｈ２４ １１８ ７７ ６５．３％ 

Ｈ２６ １６５ １１１ ６７．３％ 
 

Ⅲ．ＮＰＯ法人会計基準普及率                              

（調査した法人のうち、会計基準に準拠している法人の割合） 

 調査法人数 活動計算書準拠 

法人数 

準拠率 

Ｈ２４ ２１９ ４１ １８．７％ 

Ｈ２６ ２３８ ４０ １６．８％ 
 

Ⅲ-２．ＮＰＯ法人会計基準普及率                             

（調査した法人のうち、どれか１つのチェック項目以外は会計基準に準拠している法人の割合） 

 活動計算書導入 

法人数 

活動計算書準拠 

法人数（１つ以外） 

準拠率 

（１つ以外） 

Ｈ２４ ２１９ ７７ ３５．２％ 

Ｈ２６ ２３８ １１１ ４６．６％ 
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③活動計算書を提出しよう！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 毎事業年度初めの３ヶ月以内に所轄庁へ提出する書類 

 

 

 

 

 

２０１２年４月に改正されたＮＰＯ法において、所轄庁に提出する計算書類が「収支計算書」から「活動

計算書」へ変更になりました。また、内閣府や所轄庁が発行している NPO法人設立・運営の手引きでも

「NPO法人会計基準」が採用されています。 

「NPO法人会計基準」を導入するＮＰＯ法人は増加傾向にあり、平成２５年度に提出された決算書の調

査では、半数以上のＮＰＯ法人が「活動計算書」を提出しています。しかし中身は「収支計算書」のままと

いうものも多く見受けられるほか、あと「注記」さえあれば会計基準に準拠しているといえるものも多いよう

です。 

そこで、どういった項目をクリアすると「NPO法人会計基準」を導入しているといえるのか、自身でチェッ

クしていただける『ＮＰＯ法人会計基準の導入に必要な１０のチェック項目』をご紹介します。NPO法人お

よび NPOセクター全体の信頼性の向上と支援の拡大のためにも、「ＮＰＯ法人会計基準」を正しく導入し

ましょう。                                                                                                                                                    

① 事業報告書等提出書 １部

② 事業報告書 ２部

③ 計算書類（1.活動計算書　2.貸借対照表　3.計算書類の注記） ２部

④ 財産目録 ２部

⑤ 年間役員名簿 ２部

⑥ 社員のうち１０人以上の者の名簿 ２部

このうち、 

１．活動計算書  ２．貸借対照表  ３．計算書類の注記 は、 

「ＮＰＯ法人会計基準」に準拠していますか？ 
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■ 活動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【チェック①】                         

タイトルは「活動計算書」になっています

か？ 

【チェック②】                            

「経常収益」は大科目が「受取会費」「受取

寄付金」「受取助成金等」「事業収益」「その

他収益」の５分類になっていますか？ 

【チェック⑤】 

 収益から費用を引いて、「当期正味財産増減額」

が計算されていますか？ 

【チェック⑥】 

 「次期繰越正味財産額」は、貸借対照表の「正味

財産合計」の金額と一致していますか？ 

【チェック⑦】 

 「その他事業」を行っている場合には、「特定非営利活動に係る事業」「その他事業」「合計」の

３つの欄に区分がされていますか？定款で「その他事業」を掲げているが実際には行わなかっ

た場合、「今年度はその他事業を実施していません」と記載します。 

チェックリストと各種書類を
照らしあわせてみましょう！ 

【チェック④】 

 「事業費」と「管理費」について、それぞれ「人件費」

と「その他経費」に分かれていますか？ 

【チェック③】                           

「経常費用」は「事業費」と「管理費」に分けら

れていますか？ 
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■ 貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

■ 計算書類の注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算書類の注記 

１ 重要な会計方針 

    計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月 20日、2011年 11月 20日
一部改正ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。 

（１）固定資産の減価償却の方法 

（２）消費税等の会計処理 

２ 事業別損益の状況または事業費の内訳 

４ 使途等が製薬された寄付金等の内訳 

５ 固定資産の増減内訳 

６ 借入金の増減内訳 

７ 役員及びその近親者との取引の内容 

そのほか、主に入れておきたい

項目です。 

・・・

 

【チェック⑧】 

 「資産の部」「負債の部」「正味財産の部」の３

つの欄に区分されていますか？ 

【チェック⑩】 

「１ 重要な会計方針」の文言

は必ずそのまま記入します。 

【チェック⑨】 

 「資産合計」と「負債及び正味財産合計」

の金額が一致していますか？ 
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連絡先 

公益財団法人ふるさと島根定住財団 地域活動支援課 

〒６９０－０００３ 

島根県松江市朝日町４７８－１８ 

電話 ０８５２－２８－０６９０ 

Fax ０８５２－２８－０６９２ 

[Web サイト] http://www.teiju.or.jp   
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